【特集】SDGs最前線 : 取材経験から経営を長続きさせるSDGsの活用法を考える by 松木 喬
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　SDGs（持続可能な開発目標）は企業の社会的な価
値を高め、経営を長続きさせる効果があると思ってい
る。国連が決めた世界目標だが、企業人には日常の仕
事に置き換えて読んでほしい。PR やビジネスのヒン
トがつまっているはずだ。
　2018年11月29日、千葉商科大学で開催した「第1
回わが社の SDGs 勉強会」（千葉商科大学・日刊工業
新聞社の主催）で司会を務めた縁もあり、この原稿の
執筆を引き受けた。それにしても勉強会の会場は熱気
があった。約130人の聴講者から質問が途切れなかっ
た。地域の企業の方、中小企業の経営指導の方が多かっ
たと記憶している。SDGs への関心の高さを肌で感じ
た。（こちらの進行がまずく、すべての質問に対応で
きずに申し訳ありませんでした）
　この原稿では過去に取材して「おもしろかった」と
感じた SDGs の取組みを紹介する。私はコンサルタン
トではないので「こうしない」と指摘はできない。研
究者でもないので記事に科学的証拠もない。専門家か
ら「違う」とツッコまれると思うが、個人の感想とし
て大目に見てほしい。
SDGs は 2030 年の未来像１
　本題に入る前に、まずは SDGs について。持続可能
な開発目標＝Sustainable　Development　Goals の略称
が SDGs（エス・デー・ジーズ）。2015年9月25日、国連
総会が採択した2016 ～ 2030年の世界共通の目標だ。
　政府関係者、市民代表、研究者が数年をかけて
「今の世界の課題は何か」を議論し、その課題解決を
2030年までの目標としてまとめ上げた。このため
SDGs は「2030年をこういう世界にしたい」という“未
来像”を描いたという言い方もできる。
　SDGs には17つの目標と169のターゲットがある。
目標は「1　貧困をなくそう」「2　飢餓をゼロに」など。
SDGs に詳しくなくても、目標別のカラフルなアイコ
ンを目にした人が多いと思う。ターゲットは目標達成
への具体的な内容が書かれている。（この項では目標
は国連広報センターの日本語訳を使用）。
そして、私が考える「企業の SDGs 活用法」は
◎社会課題解決企業としての情報発信の強化
↓
◎社会からの高評価（取引先からの信頼、人材獲得など）
↓
◎長続きする企業に
市場で障害者が魚箱をプラスチック材料に再生2
　ここから社会福祉法人の取組み事例を紹介するが、
企業に置き換えて読んでほしい。
　2018年9月21日午後、取材のため川崎市宮前区の
中央卸売市場北部市場を訪ねると、場内にある小さな
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建物は発泡スチロール製容器でいっぱいだった。市場
での取引で使われた魚箱だ。室内に入りきれず、屋外
にもあふれるほどだ。
　室内では作業者が山積みとなった魚箱を次々とベル
トコンベヤーに乗せ、粉砕装置に送り込んでいた。一
気に砕かれ、粉々になった発泡スチロール片は隣の部
屋に送られ、縦型の装置に投入される。その装置か
らドロドロに溶けた発泡スチロール（ポリスチレン＝
PS）がニョロッと出てくる。次々とカットして冷やすと、
細かい砂利のようなペレットと呼ばれる状態となる。
　そのペレットはプラスチック製品の材料となる。熱
して再び溶かし、金型に流すと自由な形状に加工でき
る。プラスチック製品を製造する射出成形機に投入で
きるので、メーカーは普通の材料と同じように扱える。
　魚箱からプラスチック材料を生産する建物は、社会
福祉法人「同愛会リプラス」（横浜市保土ケ谷区）の障
害者就労支援施設だ。魚箱からシールなどの異物を取
り除く作業を障害者が担う。ここでつくられたペレッ
トは企業がプラスチック材料として購入している。そ
の1社のリコーは、コピー機の用紙トレ （ー用紙入れ）
の材料の一部に採用している。
　通常、市場や工場では使い終わった発泡スチロール
箱を押し固めてインゴット（ブロック形状の塊）にし、
業者に手数料を支払って引き取ってもらう。川崎の中
央卸売市場北部市場のように使い終わった場所でのペ
レット化は珍しいという。
　発泡スチロール協会によると、発泡スチロール製品
のリサイクル率は90％台と高い。ただし、すべてが
国内で再利用されている訳ではない。インゴットのま
ま中国へ売られ、現地でペレット化されてプラスチッ
ク製品となっている割合が多い。
　中国が2017年末、廃プラスチックの輸入を制限した
ため、インゴットを輸出で
きなくなった。今は東南
アジアへ輸出され、現地
でペレットに加工してから
中国へ売られている。使
用済み発泡スチロールで
も形状がペレットならプラ
スチック材料なので、中
国も輸入している。
市場価格だから資源循環、障害者雇用が継続3
　発泡スチロールのリサイクル率を90％台と紹介し
たが、製品への再利用は54％（2017年調査）。36％
はサーマルリサイクルということなので、焼却して発
電や熱供給の燃料に使われている。重油など化石燃料
の節約にはなるが、燃やしてしまうと再利用できない。
燃焼によって二酸化炭素（CO2）も発生するので、地
球温暖化も助長する。
　中国に続きタイ、ベトナムも廃プラスチックの禁輸
を打ち出したため今後、インゴットの輸出は難しくな
りそう。国内での発泡スチロールの再利用が迫られる
が、サーマルリサイクルの割合を増やして対処したら
良いかというと疑問だ。
　ペレット化して販売する同愛会リプラスの取組みだ
と、国内で発泡スチロールを繰り返し資源として利
用できる。燃やさないので CO2の排出も抑えられる。
中国の廃プラスチック輸入制限によって日本各地で
ペットボトルなどの廃プラスチックが行き場を失う事
態が起きている。この問題の解決策にもなる。同愛会
リプラスの取組みは先進的だが、10年以上前に始め
ていた。東レ出身で再生プラスチックの事情に詳しい
同愛会リプラスの大川正夫顧問が「なぜ、日本の資源
を中国に輸出するのか疑問だった。国内で循環させる
べきだ」と思い、魚箱のペレット化を始めた。
　同愛会リプラスは魚箱由来ペレットを市場価格でリ
コーなどメーカーへ販売している。仮に障害者の仕事
だからとプレミアム価格（割増価格）だったら、メー
カーも「社会貢献」枠の予算で購入するだろう。そし
て景気が悪くなったら社会貢献枠はコスト削減対象と
なり、ペレットを購入しなくなる。
　これは想定だが「障害者の仕事だから」「社会貢献
だから」という理由で品質のバラツキに目をつむって
メーカーが購入していたら、同愛会リプラスも品質向
上の努力を怠るかもしれない。それが原因となり、不
景気の時に購入をやめる理由にされるかもしれない。
　市場価格だからリコーなどメーカーは継続的に購入
できる。同愛会リプラスはペレットを売った利益で継
続的に障害者を雇用できる。そして市場価格であるか
ら、国内での資源循環も継続する。同愛会リプラスは
本業のリサイクルを通して環境にも、障害者雇用にも
継続的に貢献できる。
1747
特
 集
ＳＤＧ
Ｓ
最前線
　ペレットの購入企業に
も価値がある。特別なお
金を使わず、通常の調達
活動の範囲で資源循環に
よる環境負荷低減、障害
者雇用に貢献ができる。
海洋プラスチックゴミ問
題への対策、さらに使い
捨てプラスチックをやめ
る“脱プラスチック”へ
の取組みとしてアピールできる。
　同愛会リプラスは社会福祉法人だが、企業に置き換
えてみると社会課題解決ビジネスを展開しているとい
える。しかも取引先（市場関係者、ペレットの購入先）
にも価値を提供しており、社会から尊敬される企業だ。
近江商人の哲学「三方よし」（売り手、買い手、社会よ
し）にも通じる。
SDGs の目標に当てはめて、情報発信してみよう4
　SDGs に当てはめてみたい。まず廃棄する魚箱をペ
レット化し、製品に使える状態に再生しているので資
源の無駄遣いがない。市場関係者は使い終わった後の
魚箱への責任も果たせるので、目標12「つくる責任　
つかう責任」に該当する。
　サーマルリサイクルではないので CO2排出を抑え
られる。海外へインゴットを輸送するエネルギーも不
要にするので、目標13「気候変動に具体的な対策を」
に貢献する。
　陸で捨てられ、川から海へ運ばれるプラスチックゴ
ミによる海洋汚染が国際問題となっている。ペレット
化は海洋ゴミ対策にもなり、目標14「海の豊かさを
守ろう」にもつながる。もともと魚箱は適切に処理さ
れているが、場内でのペレット化は海への流出を確実
に防ぐ。同愛会リプラスに魚箱を処理してもらう市場
関係者にとっては、より安心だ。
　そして魚箱のペレット化作業による障害者雇用は
目標10「人や国の不平等をなくそう」に当たる。
　取材当時、同愛会リプラスは SDGs を意識していた
り、アイコンを掲げていたりしていない（おそらく今
も）。それでも社会課題解決に取り組んでいると、必
ずどれかの目標に当てはまる。
　SDGs の17目標には貧困、飢餓、健康・福祉、教育、
平和もあって広範囲だ。SDGs を経営に取り込もうと
思った企業経営者も「壮大すぎる」とためらうかもし
れない。しかし“17も”目標があるので、自社の事業
活動でも当てはまる目標があるはずだ。
　1つでも該当したら社会に向けて発信してほしい。
よくあるのが「経理理念が SDGs の目標3と一致しま
す」という確認、もしくは「うちの会社は目標10達成
に貢献します」という宣言。企業活動の目的（理念）
が世界目標（SDGs）と一致していたり、SDGs 達成に
貢献できるビジネスを展開していたりすると気づいた
瞬間、その企業は社会課題解決ビジネスをやっている
といえると思う。
　できるだけ発信の方法を考えて欲しい。効果的な発
信をするほど、「社会解決企業」として評価されるはず
だ。ある取材のとき、水処理エンジニアリング大手の
メタウォーターの中村靖社長は目標6「安全な水とト
イレをみんなに」のアイコンを掲げ、「国連が水処理事
業を必要だと言ってくれている」と語っていた。企業
が勝手に「水処理は世の中に役立つ仕事です」と言う
のとは“重み”が違う。
　冒頭、国際社会が「今の世界の課題は何か」を議論
し、その課題解決を目標としてまとめたのが SDGs だ
と説明した。言い換えれば、17目標は世界中の人が「解
決しよう」と決めた目標だ。目標6も、きれいで安価
な水をすべての人に届ける必要があると世界が合意し
た。“中村社長流”に翻訳すると「全世界がメタウォー
ターの本業である水処理事業を大事だ」と言ってくれ
ることになる。同社は SDGs によって自社の存在価値
を力強く発信できる。中村社長は従業員のモチベー
ション向上、人材獲得での効果を期待し、SDGs を活
用した発信を心がけている。
SDGsウォッシュに気を付けよう5
　話はそれるが3、4年前まで記者会見で「この製品で
ソリューションを提供する」というフレーズを頻繁に
耳にした。ソリューションとは困り事の解決策だが、
「その製品が良いのは分かるけど、本当に解決策にな
るの？」と思うことがあった。企業が「消費者の困り
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事はこれだ」と勝手に決めつけ、一方的にソリューショ
ンを押しつけている印象があった。もしくは「ソリュー
ション」という言葉の響きが良いから使っている印象
を受けた。結局、売れないソリューション製品もあっ
たので、消費者の課題解決に役立たなかったのだろう。
　いま「社会課題解決企業」というフレーズを耳にす
る。ソリューションであっても、社会課題解決であっ
ても、「SDGs の目標に該当する」と語ると、説得力が
生まれるのでは。もちろん、本気で課題解決に取り組
んでいないと“うわべ”だけと見抜かれる。いま表面
だけ取り繕った「SDGs ウォッシュ」への批判が出て
おり、要注意だ。
　取材のとき、製品紹介の資料にアイコンを付けた理
由を聞くと「SDGs に貢献するから」程度の回答しか
もらえないことがある。本当に残念と感じるのは「経
団連が SDGs を推進しているから」というコメント。
思わず「経団連のために取り組んでいるんですか？」
と聞き返したくなる（聞き返す勇気はないけれど）。
　数年前、気候変動問題への政策提言をしている末吉
竹二郎さん（WWF ジャパン会長）にインタビューし
た時、「なぜ、日本企業は厳しい CO2排出削減目標を
掲げないのか」という話題になった。私が「ある企業
は業界団体の目標に合わせて CO2削減に取り組んで
いる」と話を振ると、「その企業は、海外の投資家にも
業界団体の目標でやっていると説明するんですか？　
CO2削減に遅れて企業評価が下がっても、『業界団体
の目標に従っていた』が言い訳として通用するでしょ
うか」と疑問を呈していた。
　いまは業界団体よりも挑戦的な目標を掲げる企業が
増えている。だいぶ雰囲気が変わってきた。
本業で SDGs に貢献。価値を取引先と分け合う6
　横道の話が長くなった。本題に戻したい。「SDGs は
本業で取り組める。新しい活動を始める必要はない」
と聞いたことがあると思う。
　同愛会リプラスの活動を振り返ってみたい。「使い
終わった魚箱をプラスチック材料のペレットに加工し
て売る」という本業で SDGs の目標12、13、14、10
に貢献している。リサイクル業なので本業で貢献でき
るのは当然と言えば当然だが、ペレットを購入する企
業も「調達」という日常の活動で目標12、13、14、10
に貢献できる。
　同愛会リプラスを企業に置き換えると、1社で
SDGs への貢献を独占していない。取引先とも SDGs
への貢献を分かち合える。こうした社会課題解決ビジ
ネスは長続きすると思う。
　いま、SDGs が知られるようになり、「SDGs に貢献し
たい」と思う企業が増えた。そうした企業は購買や調
達といった本業で SDGs への取組みをスタートできる。
　オフィス家具メーカーのイトーキは、顧客が1脚買
うごとにインドネシアの温暖化対策に資金を送るオ
フィスチェア「nona チェア」を販売している。詳しく
説明しないが「カーボン・オフセット」と呼ばれる手
法を使い、顧客には「CO2排出ゼロ・チェア」を販売
し、インドネシアには現地の泥炭湿地を保全して CO2
発生を抑制するプロジェクトに資金支援する。
　温暖化対策以外にも現住民の生活支援にも資金が回
るため、広範囲な課題解決を目指す SDGs と親和性があ
る。顧客企業はイトーキからチェアを「買う」ことで間
接的にインドネシアでの SDGs に貢献できる仕組みだ。
　イトーキは nona チェアを紹介したウェブサイトで
「より多くのお客さまにも製品の購入、ご使用を通じ
て SDGs を知って参加していただけるよう（略）」と紹
介している。実際、SDGs への取組みを検討している
企業からチェアへの引き合いが増えているという。イ
トーキはオフィスチェアを売る、顧客も購入という本
業で SDGs に参加できる。
社会課題起点でイノベーションを7
　再び同愛会リプラスの話に戻したい。SDGs は企業
にイノベーションを期待している。新しい技術を開発
するというイノベーションがあるが、他に新しいサービ
スもあるだろう。それにビジネスモデルの革新もある。
　同愛会リプラスがリサイクルに使う魚箱の粉砕装
置、粉々の発泡スチロール片を溶かしてペレット化す
る装置とも、新しい技術ではない。同愛会リプラスが
革新的なのは、魚箱を引き取ったその場でペレット化
していること。ほとんどの市場、工場ではインゴット
化して業者に回収してもらっている。同愛会リプラス
はインゴット化工程を省略し、ペレット販売を始めた
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ことがイノベーションだと思っている。
　先ほど同愛会リプラスの大川正夫顧問が「なぜ、日
本の資源を中国に輸出するのか疑問だった。国内で循
環させるべきだ」と思い、魚箱のペレット化を始めた
と紹介した。海外への流出を社会課題と認識したから、
その課題の解決策を考えてペレット化を思いついた。
海外流出を課題と思わないままだと「魚箱はインゴッ
ト化」という常識を疑わない。もしくは「もっと高性
能なインゴット化装置を開発することで、資源節約に
貢献する」という発想から抜け出せない。
　SDGs が登場してから「アウトサイド・イン・アプ
ローチ」という言葉も聞かれるようになった。アウト
サイド（外部）、つまり社会課題からものごとを考え
ることだ。課題解決が目標なので、どうしても新しい
ビジネスモデルを練ることになる。
　従来の「インサイド・アウト・アプローチ」は製品
が起点。製品をどうやって売るかを考えるから、「安
くしよう」「見栄えを良くしよう」という発想からの転
換が起きにくい。もしくは店頭にある商品をマネしよ
うと思う。そして「業界最小」を訴求することが良く
ある。わずか1センチ、2センチメールの違いなら消
費者は気づかないし、感動もしない。しかしメーカー
の開発者は「業界最小」に満足し、消費者を置き去り
にしたマイナーチェンジを繰り返し、本当のイノベー
ションに費やすリソースがそがれていく。これはイン
サイド・アウト・アプローチの負の連鎖と思っている。
　ある NGO の方が、石炭火力を FAX 機に例えてい
た。日本は効率を高め、少しでも無駄なく燃料の石炭
を燃焼させて CO2排出を減らす技術を追求している。
高効率クリーンコールと呼ばれる技術だ。おそらく世
界最先端技術だろう。人口増加や経済発展に電力供給
が追いつかず、石炭火力を新設する新興国に必要とさ
れる。
　対して世界的な企業、欧州など環境問題解決に熱心
な国・地域は、再生可能エネルギーを上手に導入して
温室効果ガス排出をゼロにする方法を考えている。石
炭火力を改良し、CO2を少しずつ減らす日本の努力も
立派だが、海外企業がゼロ化の技術を確立したらどう
なるだろう。
　通信の世界で例えると石炭火力は FAX 機、排出ゼ
ロはスマートフォンの5G の世界だ。FAX 機の開発
者は少しでも画質を高めよう、通信速度を速めようと
いう努力を積み重ねる。対して情報の送信方法を追求
すると5G の開発に余念がない。どちらが技術革新か
明らかだ。
　石炭火力、FAX 機はインサイド・アウト・アプロー
チ、再生可能エネルギーの導入支援技術と5G はアウ
トサイド・イン・アプローチだ。
　このように社会課題解決に目を向けるとイノベー
ションが生まれやすくなる。それは技術に限らない。
ビジネスモデルの変革もあるだろう。大げさでなくて
も、常識の疑うことで小さなイノベーションを見いだ
せる。
新規取引先の獲得、優秀な人材確保8
　ここまで SDGs を交えながら同愛会リプラスの話を
振り返った。あらためて SDGs の取組みとして整理す
ると
⑴企業理念、事業を SDGs に当てはめよう。「SDGs と
つながる」と分かったら社会課題解決企業だ。そし
て発信方法を工夫してほしい。
　　できるだけ169のターゲットも読んで、自社と関
わりの深いターゲットを見つけて欲しい。なぜなら
ターゲットが具体的だからだ。例えば目標3「すべ
ての人に健康と福祉」のターゲットには「2030年ま
でに、非感染症疾患による若年死亡率を、予防や治
療を通じて3分の1減少させ、精神保険及び福祉を
促進する」とある。成人病予防のための健康ビジネ
スが必要だと読める。
　　他のターゲットからも具体的な技術を連想でき
る。そして自社の技術・事業が目標達成に使えそう
だと気づく。もしくは「自社の技術・サービスを世
界が必要としているのだ」とも思えてくるはずだ。
⑵ SDGs は本業で取り組める。1社で SDGs への貢献
を独占せず、取引先とも SDGs への貢献を分かち合
えるビジネスが望まれる。
⑶社会課題に目を向けてイノベーションを起こそう。
他社のモノマネではないビジネスモデルは強みにな
る。
　（1）（2）（3）がそろうと社会課題解決企業として情
報発信を強化できる。もちろん（1）だけ、（1）と（2）
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の組み合わせでも十分だ。
　社会課題解決企業は取引先、金融機関、地域社会、
学生から評価される。信頼が増して取引の継続、さら
に新規顧客のチャンスが生まれる。イトーキの nona
チェアで紹介したが、SDGs に取り組みたい企業が増
えており、そうした企業から「取引したい」とオファー
がくる可能性がある。同愛会リプラスはリコーという
大手企業と取引できた。
　金融機関も評価してくれる。滋賀銀行は SDGs に賛
同して社会課題解決に取り組む企業への低金利融資を
始めており、水の浄化システムを開発するウイルス
テージ（滋賀県草津市）が第一号として融資を受けた。
　メタウォーターの中村社長は社員のモチベーション
や人材獲得に SDGs を活用していると紹介した。
　人材獲得で印象深い成果を取材したことがある。九
州のハウスメーカー、エコワークス（福岡市博多区）
の小山貴史社長は環境問題への関心が高い。応募書類
に環境問題解決への思いが書かれている学生と面談
し、採用者を決めているほどだ。その同社は2102年、
CO2排出実質ゼロの「LCCM 住宅」で最上位の認証を
全国で初めて取得した。
　従業員70人ほどの同社が大手ハウスメーカーに先
駆けて開発できた理由について、小山社長は「優秀な
人材が集まっているから」と説明してくれた。「環境貢
献」を前面に出し、こだわることで優秀な学生を獲得
できているという。社会課題解決企業であることが学
生にも共感され、地方の中小企業であっても優秀な人
が入社し、競争力となっている。
　社会から信頼されて取引が継続すれば、金融機関も
安心して資金を貸してくれる。優秀な人材を獲得でき
れば、その企業は数十年と安泰だ。数年前、作家のい
とうせいこうさんとパタゴニア（アウトドア用品販売）
日本支社長の辻井隆行さんの対談を取材したとき、せ
いこうさんは「どれだけの応援者がいるかかが企業に
は重要。もうけているけど嫌われている会社は5年後
どうなるか」と語っていた。企業経営で困り事があっ
ても、ファンが多ければ必ず助けてくれる人（取引先）
がいるはずだ。
手段と目的のはき違いに注意9
　冒頭に書いた「私の考える企業の SDGs 活用法」を
もう一度、掲載する。
◎社会課題解決企業としての情報発信の強化
↓
◎社会からの高評価（取引先からの信頼、人材獲得など）
↓
◎長続きする企業に
　国際連合大学の沖大幹副学長からの受け売りだが、
SDGs に合わせることが目的ではない、企業を長続き
させるために SDGs を活用するべきだ。沖副学長は「目
標と手段を履き違えるな」と指摘していた。
　最後に日刊工業新聞の SDGs の取組みを短く紹介し
たい。
　日刊工業新聞は SDGs が採択された2015年9月25
日付の紙面1ページを使って SDGs を特集した。それ
以来、同僚とともに事業活動や研究開発の視点から
SDGs の取材、報道を続けている。企業事例を紹介す
る「SDGs とビジネス」を34回連載するなど、企業に
よる SDGs の取組みを豊富に掲載しているつもりだ。
　2018年9月の国連総会、国連の呼びかけで SDGs
を啓発するメディア組織「SDGs　Media　Compact
（メディア・コンパクト）」が創設された。10カ国以上
から計30社・団体以上が参加しており、日本の3社
に日刊工業新聞も選ばれた。
　大先輩の某公共放送のディレクターが「なんでうち
じゃないの」と悔しがっていた。そのくらいメディア・
コンパクトは名誉と思う。その分、これからも責任を
持って SDGs の普及に貢献したい。取材の依頼も歓迎
なので、ぜひ情報をお寄せ下さい。
